
   

埼玉県地域保健医療計画（第６次）の進捗及び取組状況 

 

    

 

・第 6 次医療計画策定数値指標    ： 36 指標【うち、策定時よりも進捗している指標：34（94%）】 

・第 2次医療費適正化計画関係指標 ：  ４指標【うち、策定時よりも進捗している指標：4（100%）】 

〇達成見込 ※（ ）は前年度実績 

     ・Ｓ（計画の終期を待たず、目標を達成済）：10（3）    

     ・Ａ（計画期間内の目標達成に向け順調に進捗しており、目標を達成する見込み）：10（19）  

     ・Ｂ（進捗がやや遅れており、目標達成に向けて更なる取組が必要）：11（11） 

     ・Ｃ（進捗が著しく遅れており、目標達成が困難）：5（3） 

 

 

参考資料 

指標の達成見込について 



H25 H26 H27 H28

30.7% 42.3% 48.8% 51.1%

（参考）

病院 91.9% 95.0% 93.6% 91.9%

319 326 322 316

診療所 25.7% 38.0% 45.2% 47.9%

1,070 1,613 1,926 2,092

胃・男 44.5% － － －

胃・女 30.9% － － －

肺・男 46.2% － － －

肺・女 34.3% － － －

大腸・男 40.6% － － －

大腸・女 35.2% － － －

A 子宮頚 29.4% － － －

A 乳 32.8% － － －

埼玉県地域保健医療計画（第６次）の進捗及び取組状況

部章 節 節(施策)
指標

数値目標
Ｈ２8年度の取組状況 Ｈ２9年度に予定している取組 H２9年3月末日の状況

達成
見込

進捗状況 目標値
（再掲）

進捗状況（グラフ） 担当課

2 1 1

患者本位の
医療の提供と
医療安全の
確保

「患者さんのための３つの宣
言」実践登録医療機関の
割合

    ２９％（H23年度末）
　　 　　　　↓
    ５０％（H29年度末）

〇

〇

県医師会との協力による、広
報及び登録勧奨
未登録の医療機関に対する
登録申請書の送付による申
請の勧奨

○

〇

県医師会との協力による、広
報及び登録勧奨
未登録の医療機関に対する
登録申請書の送付による申
請の勧奨 医療整備課

 
       ５１．１％

・病　 院　　 ３１６(９１．９％)

・診療所 ２，０９２(４７．９％)

S 50%

〇

〇

〇

がん検診受診推進サポー
ター及びがん検診県民サポー
ター養成　　２，０００人
がん検診県民サポーター養
成研修開催
市町村がん検診結果統一集
計フィードバック（Ｈ２９年６月）

右記のとおり
（平成２５年国民生活基礎調査）

A

 　　　 　検診受診率
　　　　  【参考指標】
・胃がん
　 男３３．１％  女２４．８％
・肺がん
　 男２５．１％  女２０．９％
・大腸がん
　 男２９．８％ 女２４．１％
・子宮がん  ２２．３％
・乳がん　   ２２．９％
　　　　　   　(すべてH22年）
     　          ↓
  　 ５０．０％（Ｈ28年）

2 1 3 がん医療
50% ー

疾病対策課

A

A

 特定健康審査受診率
 【参考指標】

４０．１％(H22年度）
↓

７０．０％（Ｈ29年度）

※　医療費適正化
　　 計画関連指標

４９．５％
（H２６年度）

B

〇

〇

〇

○

がん検診受診推進サポー
ター養成　  ３１７人
がん検診県民サポーター
養成　　１，００８人
がん検診県民サポーター養
成研修開催
（Ｈ２８年９月）
市町村がん検診結果統一集
計のフィードバック
（Ｈ２８年６月）

H23

41.6%

H24

43.1%

H25

45.8%

H26

49.5%
70% 健康長寿課

国保医療課

2 1 4 脳卒中医療

〇

〇

〇

〇

〇

〇

糖尿病医療

3 1 1

特定健診の受診率向上に向
けた市町村共同ＰＲ事業を支
援した。
かかりつけ医から特定健診未
受診者に係る検査項目データ
を提供してもらう診療情報提
供事業の取組を普及・支援し
た。（19市町）
生活習慣病重症化予防に取
り組む市町村保険者に対し、
県財政調整交付金による支
援を行った。
特定健診受診率及び特定保
健指導実施率の低い市町村
保険者に対する指導助言を
行った。（４市）
特定健診未受診者対策及び
特定保健指導利用勧奨に尽
力する市町村保険者に対し、
県財政調整交付金による支
援を行った。
市町村保険者との会議で、受
診率向上のための優れた取
組事例を紹介し、各種取組の
実施を促した。

〇

〇

〇

〇

〇

○

特定健診の受診率向上に向
けた市町村共同ＰＲ事業を支
援する。
９都県市合同の特定健診受
診率向上キャンペーンを実施
する。
かかりつけ医から特定健診未
受診者に係る検査項目データ
を提供してもらう診療情報提
供事業の取組を普及・支援す
る。
生活習慣病重症化予防に取
り組む市町村保険者に対し、
県財政調整交付金による支
援を行う。
特定健診受診率及び特定保
健指導実施率の低い市町村
保険者に対する指導助言を
行う。
特定健診未受診者対策及び
特定保健指導利用勧奨に尽
力する市町村保険者に対し、
県財政調整交付金による支
援を充実する。
市町村保険者との会議で、受
診率向上のための優れた取
組事例を紹介し、各種取組の
実施を促す。

2 1 5
急性心筋
梗塞医療

2 1 6

県民の
健康の保持

の推進

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

H25 H26 H27 H28 目標値 

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

H23 H24 H25 H26 目標値 

（H29) 

参考資料 

1 / 11 



H25 H26 H27 H28

埼玉県地域保健医療計画（第６次）の進捗及び取組状況

部章 節 節(施策)
指標

数値目標
Ｈ２8年度の取組状況 Ｈ２9年度に予定している取組 H２9年3月末日の状況

達成
見込

進捗状況 目標値
（再掲）

進捗状況（グラフ） 担当課

参考資料 

〇 〇

○

〇

〇

〇

〇

〇

〇

データヘルス計画を策定する
市町村保険者に対し、県財政
調整交付金による支援を実施
した。
特定健診の受診率向上に向
けた啓発活動を実施した。
医療保険者による保健指導
従事者研修を実施した。
健康長寿サポーター養成講
習の実施による健康づくりに関
する知識の普及を行った。
特定給食施設等に対する巡
回指導及び研修会を開催した
（１３保健所）。
栄養関連企業等に対する食
品の表示に関する周知及び
指導を行った（１３保健所）。
「地域在宅歯科医療推進拠
点（19郡市歯科医師会）」を
設置し、在宅歯科医療の推進
体制を整備した。

○

〇

〇

〇

〇

〇

〇

データヘルス計画を策定す
る市町村保険者に対し、県
財政調整交付金による支援
を充実する
特定健診の受診率向上に向
けた啓発活動を実施する。
医療保険者による保健指導
従事者研修を実施する。
健康長寿サポーター養成講
習の実施による健康づくり
に関する知識の普及を行
う。
特定給食施設等に対する巡
回指導及び研修会の開催
（１３保健所）。
栄養関連企業等に対する食
品の表示に関する周知及び
指導の実施
（１３保健所）。
歯科保健推進事業の推進。

3 1 1

県民の
健康の保持

の推進

特定保健指導の実施率
【参考指標】

１２．３％(Ｈ22年度)
↓

４５％（Ｈ29年度）

※　医療費適正化
　　 計画関連指標

１４．１％
（H２６年度）

B
H23

14.7%

H2４

14.3%

H25

15.4%

H26

14.1%
45%

健康長寿課
国保医療課

 メタボリックシンドロームの
 該当者及び予備群の減少
 率【参考指標】

　 Ｈ２０年度と比べた
　 減少率２５％
      （Ｈ29年度）

    ※　医療費適正化
　　       計画関連指標

２．２％
（H２６年度）

C
H23

1.8%

H2４

2.2%

H25

3.3%

H26

2.2%
25%

６９．５％
（Ｈ２６年）

B
H2３

68.6%

H2４

68.7%

H2５

70.0%

H26

69.5%
76% 疾病対策課

  精神疾患
  医療

認知症新規入院患者
２か月以内退院率

２４％（H２０年度）
↓

５０％（H２９年度）

２２．６％
（Ｈ２５年度）

2 1 7
  精神疾患
  医療

入院患者平均退院率
（入院後１年未満）

６８．１％（H21年度）
↓

７６％（H29年度）

H2２

20.8%

H23

28.5%

H24

31.0%

H25

22.6%
50%

〇

〇

精神科病院の実地指導にお
いて、早期退院の促進のため
に義務付けられている退院後
生活環境相談員の選任や医
療保護入院者退院支援委員
会の開催などが適切に行われ
ていることを確認した。
精神科病院からの退院促進
を支援するため、精神科病院
退院支援事業を実施し、地域
援助事業者の招へいに要した
費用等を補助した。

〇

〇

精神科病院の実地指導にお
いて、早期退院の促進のため
に義務付けられている退院後
生活環境相談員の選任や医
療保護入院者退院支援委員
会の開催などが適切に行われ
ていることを確認する。
精神科病院からの退院促進
を支援するため、精神科病院
退院支援事業を実施し、地域
援助事業者の招へいに要した
費用等を補助する。

疾病対策課2 1 7

認知症疾患医療センターの活
動を支援し、医療・福祉・介護
との連携を進め、在宅での認
知症疾患者の介護支援体制
の整備を図った。

認知症疾患医療センターの活
動を支援し、医療・福祉・介護
との連携を進め、在宅での認
知症疾患者の介護支援体制
の整備を図る。

B
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H23 H24 H25 H26 目標値 

（H29) 

0

5

10

15

20

25

30

H23 H24 H25 H26 目標値 

（H29) 

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%
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（H29) 

64.0%

66.0%

68.0%

70.0%

72.0%

74.0%

76.0%

78.0%

H23 H24 H25 H26 目標値 

（H29) 
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H25 H26 H27 H28

埼玉県地域保健医療計画（第６次）の進捗及び取組状況

部章 節 節(施策)
指標

数値目標
Ｈ２8年度の取組状況 Ｈ２9年度に予定している取組 H２9年3月末日の状況

達成
見込

進捗状況 目標値
（再掲）

進捗状況（グラフ） 担当課

参考資料 

〇 〇 県立小児医療センターにＰＩＣ
Ｕを２床を整備する。

〇 〇

〇 〇

小児二次救急医療を担う医
療機関の運営を支援した。

小児救急医療支援事業の実施
　：１０地区、２８病院（輪番）
小児救急医療拠点病院運営事
業の実施
　：４地区、２病院（拠点）

〇 輪番空白日の解消を目指す。

2 1 8 小児医療

　夜間や休日も小児救急
  患者に対応できる第二次
  救急医療圏の割合

　　  ５７％(Ｈ23年度)
　　　 　　　↓
    １００％(Ｈ28年度)

 ＰＩＣＵ病床数(小児集中
 治療に対応できる病床数)

       ２床(Ｈ24年度)
              ↓
     ２３床(Ｈ29年度)

２０床 A

71.4% 85.7%

71.4%
(H28)

85.7%
(H29.4)

85.7％(H29.4現在) B 71.4%

〇

2床 8床 20床 23床 医療整備課

100% 医療整備課

県立小児医療センターにＰＩＣ
Ｕを１２床整備した。

2 1 8 小児医療

2床2 1 8 小児医療

延べ人５６９人
(平成２８年度末時点)

B 492人 525人 551人 569人 700人 医療整備課

 小児救急実践研修を
 受講 した内科医等の数

  　　　延べ４０７人
　　　　（Ｈ23年度）
　　 　　　　↓
　　　  延べ７００人
　　　　（Ｈ29年度）

内科医など、小児科専門では
ないが、普段から小児患者を
診ている医師に対して実践的
な小児救急医療の研修を実
施した。

内科医など、小児科専門では
ないが、普段から小児患者を
診ている医師に対して実践的
な小児救急医療の研修を実
施する。

2 1 9 周産期医療

  総合周産期母子医療
  センター数

　  １か所(Ｈ24年度)
　　　　　　↓
    ２か所(Ｈ28年度)

1か所 ２か所 ２か所 医療整備課

平成２９年１月に、さいたま新
都心医療拠点に県内２か所
目となる「総合周産期母子医
療センター」を整備。

総合周産期母子医療セン
ターの運営に関する経費を支
援する。 総合周産期母子

医療センター数
⇒２か所

S 1か所 1か所

96床 119床 122床 １４３床
(H29.4.1)

2 1 9 周産期医療

ＮＩＣＵ病床数(新生児集中
治療に対応できる病床数)

９２床(Ｈ24年度)
↓

１５０床(Ｈ28年度)

〇 第６次埼玉県地域保健医療
計画及び地域医療再生計画
に基づく事業によりＮＩＣＵの増
床を図る（１５床）。

〇 第６次埼玉県地域保健医療
計画に基づきＮＩＣＵの増床を
図る（２９床）。

１４３床
（H２９年４月１日時点）

A 医療整備課

〇 国の指針ではＮＩＣＵの数は出
生数１万人あたり２５床必要と
しており、H27出生数(５６，０７
７人）※で計算すると１４１床と
なり、基準はクリアしている。
※計画の１５０床はH21出生
数（５９，７２５人）で算出。
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H25 H26 H27 H28

埼玉県地域保健医療計画（第６次）の進捗及び取組状況

部章 節 節(施策)
指標

数値目標
Ｈ２8年度の取組状況 Ｈ２9年度に予定している取組 H２9年3月末日の状況

達成
見込

進捗状況 目標値
（再掲）

進捗状況（グラフ） 担当課

参考資料 

ＮＩＣＵ勤務看護職員数

２０４人(Ｈ24年度)
↓

３２０人(Ｈ28年度)

S 260人 244人1 9 周産期医療

〇 周産期医療施設の運営に関
する経費を支援

医療整備課

2 1 10

救命救急センターの
専従医師数

８４人（Ｈ23年度）
↓

９６人（Ｈ29年度）

292人 357人
（H29.4.1）

320人2

１０４人
（Ｈ２７年度末時点）

S
H24

85人

H25

87人

H26

97人

〇

〇

専門的な能力を持つ看護師
の養成・確保を推進する。
・県内医療機関へ認定看護師
　を派遣（通年）
周産期医療施設の運営に関
する経費を支援する。

３５７人
（H２９年４月１日時点）

H27

104人
96人救急医療

〇 大学医学部における寄附講
座の設置・運営による医師確
保や、小児二次救急医療を
担う医療機関や第三次救急
医療を担う救命救急センター
への運営を支援し、総合的に
救命救急センターの充実・強
化を図った。

〇 大学医学部における寄附講
座の設置・運営による医師確
保や、小児二次救急医療を
担う救命救急センターへの運
営を支援し、総合的に救命救
急センターの充実・強化を図
る。

H25

66.2%

H26

71.4%
65%

医療整備課

2 1 10 救急医療

  当番日(病院群輪番制・
  担当日)に救急担当医師
  を複数配置する第二次
  救急輪番病院の割合

    ５４．４％(Ｈ20年度)
             　↓
　　　６５％(Ｈ29年度)

７１．４％
（Ｈ２６年度末時点）

S
H23

56.2%

H24

59.7%

A 86.7% 86.7% 87.5%2 1 11 災害時医療

救命救急センター及び
災害拠点病院の耐震化率

 ８５．７％(Ｈ23年度)
↓

１００％(Ｈ29年度)

88.9% 100% 医療整備課

○

○

救命救急センターを持つ災害
拠点病院の行う耐震改修事
業に補助を行い、災害拠点病
院１病院の耐震化が完了し
た。
災害拠点病院（耐震化済）を
１病院新規指定した。

○ 目標達成に向けて、残り２病
院の耐震化工事の進捗状況
を確認する。

８８．９％
（１６/１８病院）
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H25 H26 H27 H28

埼玉県地域保健医療計画（第６次）の進捗及び取組状況

部章 節 節(施策)
指標

数値目標
Ｈ２8年度の取組状況 Ｈ２9年度に予定している取組 H２9年3月末日の状況

達成
見込

進捗状況 目標値
（再掲）

進捗状況（グラフ） 担当課

参考資料 

B 21
市町村

30
市町村

35
市町村

2 1 13 在宅医療

２４時間の定期巡回・
随時対応サービスを
利用できる市町村数

０市町村(Ｈ23年度末)
↓

全市町村(Ｈ28年度末)

〇 定期巡回・随時対応型訪問
介護看護事業の普及。
・新規参入事業者に対して、運
　営費等に係る経費を助成（６
　市（９事業所））
・新規参入事業者等に対して、
　運営に係るノウハウを示すため
　運営支援アドバイザーを派遣
　（計７回実施）
・ケアマネジャー等を対象に効
　果的な利用実例を示すため、
　事例発表会を実施
　（１月３１日、２５２人参加）
・ケアマネジャーや県民に対す
　る県政出前講座などの実施
　（１５回実施）
・市町村及び事業者に対し事業
　実施に向けた説明・意見交換
　を行い、立ち上げ支援
　（①市町村向け
　　---個別説明47市町村、個
　　別訪問27回、研修会等7回
　②事業者向け
　　---６事業者１団体
　③ケママネジャー等向け
　　---１１回）
・事業者の参入促進を図るた
　め、国に対する要望を実施
　（６月及び１１月に実施）

〇 定期巡回・随時対応型訪問
介護看護事業の普及。
・新規参入事業者に対して、運
　営費等に係る経費を助成
　（通年）
・新規参入事業者等に対して、
　運営に係るノウハウを示すため
　運営支援アドバイザーを派遣
　（通年）
・ケアマネジャー等を対象に効
　果的な利用実例を示すため、
　事例発表会を実施（１月）
・ケアマネジャーや県民に対す
　る県政出前講座などの実施
　（通年）
・市町村及び事業者に対し事業
　実施に向けた説明・意見交換
　を行い、立ち上げ支援（通年）
・事業者の参入促進を図るた
　め、国に対する要望を実施
　（政府要望時）

４０市町
（H29年4月1日）

地域包括ケ
ア課

40
市町村

63
市町村
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H25 H26 H27 H28

埼玉県地域保健医療計画（第６次）の進捗及び取組状況

部章 節 節(施策)
指標

数値目標
Ｈ２8年度の取組状況 Ｈ２9年度に予定している取組 H２9年3月末日の状況

達成
見込

進捗状況 目標値
（再掲）

進捗状況（グラフ） 担当課

参考資料 

【医療整備課】 【医療整備課】

【薬務課】 【薬務課】

　

2 1 13 在宅医療

在宅療養支援診療所の数

４３２か所(Ｈ23年度末）
↓

７００か所(Ｈ29年度末)

４９２か所
（Ｈ２９年３月） C 462

か所
483
か所

491
か所

492
か所

700
か所

医療整備課
薬務課

〇

○

○

○

県内の全ての郡市医師会（３
０か所）に在宅医療連携拠点
を整備。
医師の負担を軽減するため
に、上記拠点ごとに必要な時
の入院先確保として在宅療養
支援ベッド、往診医登録、患
者情報を共有を進めた。
病棟看護師を訪問看護の現
場に同行研修させ、在宅の現
場理解を深め、退院支援に役
立てる研修を行った。
有識者等による在宅医療の
専門部会を開催し、課題や解
決策を検討するほか、各保健
所において、医療・介護のネッ
トワークを構築するための連携
会議等を開催し、先行事例の
情報提供などを行った。
医療と介護の連携を進めるた
め、医療介護連携のためのＩＣ
Ｔを郡市医師会へ導入。

〇

○

○

○

県内すべての郡市医師会（３
０か所）に設置された在宅医
療連携拠点を、30年4月から
介護保険の地域支援事業とし
て市町村に円滑に移行できる
ように郡市医師会、関係市町
村と協議を行う。
医師の負担を軽減するため
に、拠点ごとに必要な時の入
院先確保として在宅療養支援
ベッド、往診医登録、患者情
報を共有を進める。
有識者等による在宅医療の
専門部会を開催し、課題や解
決策を検討するほか、各保健
所において、医療・介護のネッ
トワークを構築するための連携
会議等を開催し、先行事例の
情報提供などを行う。
医療と介護の連携を進めるた
め、医療介護連携のためのＩＣ
Ｔを県内すべての郡市医師会
に導入を行う。

2 1 13 在宅医療

在宅看取り数の割合
　（自宅・老人ホーム

での看取り）

１４．７％（Ｈ23年度）
↓

１８．７％（Ｈ29年度）

１７．４％
（Ｈ２７年）

A 15.9% 16.5% 17.4% － 18.7%

○ 薬局・薬剤師による在宅医療
等の受入体制の整備の促進
を図った。
・大学と連携した無菌調剤講
　習会：2か所100人
・薬局間連携による無菌調剤
　室の共同利用の促進
　：4地区

○ 薬局・薬剤師による在宅医療
等の受入体制の整備の促進
を図る。
・大学と連携した無菌調剤講
　習会：2回
・終末期医療に必要な医薬
　品・医療材料の適正供給
　支援：4地区

ＨＩＶ感染者早期発見率

６４％(Ｈ23年)
↓

８０％(Ｈ28年)

６２．５％
（速報値）

B

年５回、県内の主要駅近くの
施設で、休日のＨＩＶ即日検査
を実施した。
エイズ及び性感染症の正しい
知識の普及啓発のため、保健
所等を通じてパンフレットを配
布した。
バナー広告による普及啓発を
１か月間実施した。

〇

〇

○

年５回、県内の主要駅近くの
施設で、休日のＨＩＶ即日検査
を実施する。
エイズ及び性感染症の正しい
知識の普及啓発のため、保健
所等を通じてパンフレットを配
布する。
バナー広告による普及啓発を
期間を延長して実施する。（１
か月→６か月）

51.1
％

62.9
％

62.5
％

80
％2 1 15

〇

〇

○

感染症対策 保健医療
政策課

73.2
％
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H25 H26 H27 H28

埼玉県地域保健医療計画（第６次）の進捗及び取組状況

部章 節 節(施策)
指標

数値目標
Ｈ２8年度の取組状況 Ｈ２9年度に予定している取組 H２9年3月末日の状況

達成
見込

進捗状況 目標値
（再掲）

進捗状況（グラフ） 担当課

参考資料 

－

○

1,500
人

2 1 16

保健医療
福祉従事者
等の確保

臨床研修医の採用実績

１，５００人
(Ｈ24年度～
28年度累計)

１,３１１人
（H２８年度）

B

医療人材課

2 1 16

保健医療
福祉従事者
等の確保

医師数
(人口１０万人当たり)

【参考指標】

１４２．６人
(全国最下位・Ｈ22年)

↓
全国最下位脱出

(Ｈ28年)

（参考）
単年度

488
人

H24
236人
H25

252人

753
人

H26
265人

1.021
人

H27
268人

C

H22

142.6
人

全国
最下位

H24

148.2
人

全国
最下位

H26

152.8
人

全国
最下位

－

〇 埼玉県総合医局機構による
医師確保を図った。
・キャリアステージごとの医師
　確保
　奨学金・研修資金貸与等による
　医師確保：１０４人
　臨床研修医の誘導 ：２９０人
　県外からの医師確保： １９人
                          計４１３人

〇 埼玉県総合医局機構による
医師確保を図る。
・キャリアステージごとの医師
  確保
　奨学金・研修資金貸与等による
　医師確保：１０９人
　臨床研修医の誘導 ：３１２人
　県外からの医師確保： １３人
                          計４３４人

1,311
人

H28
290人

新人看護職員研修事業の実
施や看護師等の定着・就労を
支援する。
・新人看護職員合同研修の実施
  ：20日間
・新人看護職員支援者研修の
  実施：10日間
・新人看護職員研修事業費補助
  の実施：152施設
・病院内保育所運営費補助の
  実施：135施設
・就労環境改善施設整備補助の
  実施：3施設
・就業環境改善アドバイザーの
  派遣：10回
・就業環境改善管理者研修の
  実施：２回
・メンタルヘルス対策の実施

全国
最下位
脱出

2 1 16

看護職員就業者数（実員）
【参考指標】

５３，２９２人（Ｈ22年末）
↓

６３，５００人（Ｈ28年末）

看護職員就業者数
（実員）

６４，４９１人
（Ｈ２８年末）

S

H22

53,292
人

１５２．８人
全国最下位

（Ｈ２６年度）

看護師等養成所に対する運
営費補助、看護学生に対する
育英奨学金貸与、各種研修
を実施し、看護師 の質的・量
的な確保を推進する。
・看護師等養成所運営費補助
  の実施：51課程
・看護師等育英奨学金の貸与
  ：９０人

H24

55,985
人

H26

58,706
人

H28

64,491
人

63,500
人

 保健医療
 福祉従事者
 等の確保

○ 新人看護職員研修事業の実
施や看護師等の定着・就労を
支援した。
・新人看護職員合同研修の実施
　：19日間
・新人看護職員支援者研修の
  実施：5日間
・新人看護職員研修事業費補助
  の実施：124施設
・病院内保育所運営費補助の
  実施：130施設
・就業環境改善アドバイザーの
  派遣：５回
・就業環境改善管理者研修の
  実施：2回
・メンタルヘルス対策の実施

○

医療人材課

復職支援事業の充実強化を
図り、未就業看護職員の復職
を支援した。
・ナースセンターの運営
・巡回就業相談の実施
・再就職技術講習会の実施
  ：30回
・潜在看護師等職場定着支援
  事業の実施：１６施設

○ 復職支援事業の充実強化を
図り、未就業看護職員の復職
を支援する。
・ナースセンターの運営
・巡回就業相談の実施
・再就職技術講習会の実施
  ：３０回
・潜在看護師等職場定着支援
  事業の実施：25施設

○ 看護師等養成所に対する運
営費補助、看護学生に対する
育英奨学金貸与、各種研修
を実施し、看護師 の質的・量
的な確保を推進 した。
・看護師等養成所運営費補助
  の実施：４５課程
・看護師等育英奨学金の貸与
  ：８５人

○
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H25 H26 H27 H28

埼玉県地域保健医療計画（第６次）の進捗及び取組状況

部章 節 節(施策)
指標

数値目標
Ｈ２8年度の取組状況 Ｈ２9年度に予定している取組 H２9年3月末日の状況

達成
見込

進捗状況 目標値
（再掲）

進捗状況（グラフ） 担当課

参考資料 

・

16

 保健医療
 福祉従事者
 等の確保

認定看護師を配置する
高度専門病院の割合

４１％(Ｈ24年)
↓

１００％(Ｈ28年)

100% 医療人材課

〇 専門的な能力を持つ看護師
の養成・確保を推進した。
・認定看護師資格取得支援の
  実施：14人
・認定看護師教育機関支援の
　実施：２施設
・認定看護師教育機関派遣支援
  の実施：5人

〇 専門的な能力を持つ看護師
の養成・確保を推進する。
・認定看護師資格取得支援の
  実施：１５人
・認定看護師教育機関支援の
　実施：２施設
・認定看護師教育機関派遣
  支援の実施：１0人

認定看護師を配置する
高度専門病院の割合

７３％(Ｈ２８年11月) B 54%

2 2 1
健康づくり

対策

埼玉県版健康寿命

男１６．７年（Ｈ22年）
↓

１７．３年（Ｈ28年）

女１９．７年（Ｈ22年）
↓

２０．０年（Ｈ28年）

73%56% 76%2 1

健康長寿課

〇 健康長寿埼玉プロジェクトを推
進した。

〇 健康長寿埼玉プロジェクトを推
進する。

男性１７．１９年

女性２０．２５年

(H２７年)

A

(男)
16.85

年

(女)
19.75

年

(男)
16.96

年

(女)
19.84

年

(男)
17.19

年

(女)
20.05

年

７２％
（H28年）

S

〇

〇

〇

〇

〇

〇
〇

市町村において、乳児家庭全
戸訪問、養育支援訪問を実
施する。
県内の産婦人科医療機関等
と連携し、養育支援の必要な
親子を早期に把握し、支援す
る。
全ての児童相談所・支所への
非常勤職員（計３０名）及び警
察官ＯＢの配置。
オレンジリボンキャンペーンな
ど県民に対する児童虐待防
止の啓発。
保育従事者、教職員などへの
研修。
里親制度の推進。
乳児院や児童養護施設など
養育の場の確保。

－

－

(男)
17.3
年

(女)
20.0
年

60％ 66％ 68％ 72％ 70％ 健康長寿課
こども安全課2 2 2

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

市町村において、乳児家庭全
戸訪問、養育支援訪問を実
施した。
県内の産婦人科医療機関等
と連携し、養育支援の必要な
親子を早期に把握し、支援を
行った。
児童虐待対応マニュアルの活
用の徹底
全ての児童相談所・支所への
非常勤職員（計３０名）及び警
察官ＯＢの配置。
オレンジリボンキャンペーンな
ど県民に対する児童虐待防
止の啓発。
保育従事者、教職員などへの
研修。
里親制度の推進。
乳児院や児童養護施設など
養育の場の確保。

親と子の保健
対策

児童虐待相談のうち助言・
指導により解決した割合

６０％(Ｈ22年度)
↓

７０％(Ｈ28年度)

64.8
％

67.7
％2 2 4

歯科保健
対策

１２歳児でのう蝕の
ない者の割合の増加

６２．５％(Ｈ23年)
↓

６５％(Ｈ27年)

－ 65％
健康長寿課

〇 「地域在宅歯科医療推進拠
点」（県内１９郡市医師会）を
設置し、在宅歯科医療の推進
体制を整備した。

〇 歯科保健推進事業を推進す
る。

６７．７％
（Ｈ２６年）

S
59.8
％
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H25 H26 H27 H28

埼玉県地域保健医療計画（第６次）の進捗及び取組状況

部章 節 節(施策)
指標

数値目標
Ｈ２8年度の取組状況 Ｈ２9年度に予定している取組 H２9年3月末日の状況

達成
見込

進捗状況 目標値
（再掲）

進捗状況（グラフ） 担当課

参考資料 

10,761
人

14,660
人2 3 1

安全な食品
の提供

彩の国ハサップ
ガイドラインリーダーの

養成者数

１６，０００人
(Ｈ24年度～
28年度累計)

18,095
人

16,000
人 食品安全課

〇 彩の国ハサップガイドライン
リーダー養成講習会を開催
し、３，４３５人、延べ１８，０９５
人のリーダーを養成した。

〇 平成２８年度は５か年計画の
最終年度で、目標を達成して
事業を終了した。平成２９年
度以降は、HACCP義務化に
備えた支援に移行し、事業者
向け講習会への参加を促し、
引き続き自主衛生管理の向
上を推進する。

１８，０９５人
S

6,953
人

C
238,897

人

233,003

人

235,485

人

225,922

人2 3 3 献血の推進

献血者数

２４２，０７０人
(Ｈ23年度)

↓
２７０，０００人
(Ｈ28年度)

270,000

人 薬務課

○ 献血推進ポスターコンクール
・対象：中学生
　応募数：60校478作品
・知事賞最優秀賞作品を愛の血
　液助け合い運動月間の啓発ポ
　スターに活用

○

○

献血推進ポスターコンクール
（対象：中学生）
「愛の血液助け合いの集い」の
実施
・献血功労団体（者）及び献血
  推進ポスターコンクール入賞者
  の表彰（７／２８、埼玉会館）○ 「愛の血液助け合いの集い」の

実施
・献血功労団体（者）及び献血
  推進ポスターコンクール入賞者
　の表彰（７／２9、さいたま市民
　会館うらわ）

○

○

市町村が行う献血者確保促
進事業への助成
６２市町村、　２,８９２千円
若年層献血の推進
・若者を対象とした啓発キャン
  ペーンの実施
・高校校内献血の実施
・高校生献血カードの配布
・初回献血者お友達＆ご家族
　紹介キャンペーン

○

○

市町村が行う献血者確保促
進事業への助成
６２市町村、　２,８９２千円
若年層献血の推進
・若者を対象とした啓発キャン
  ペーンの実施
・高校校内献血の実施
・高校生献血カードの配布
・初回献血者お友達&ご家族
　紹介キャンペーン

○

○

ブロック血液センター埼玉製
造所を社会科見学に活用
埼玉輸血フォーラムの開催
・血液製剤の適正使用の推進

○ 彩の国だより、ＳＮＳ、モーニン
グスクエア等を活用した広報○

○

ブロック血液センター埼玉製
造所を社会科見学に活用
埼玉輸血フォーラムの開催
・血液製剤の適正使用の推進

○

92
人

114
人

116
人

彩の国だより、モーニングスク
エア等を活用した広報

2 3 6

人と動物との
ふれあいの推
進

アニマルセラピー活動の
協力ボランティア委嘱数

８８人(Ｈ23年度末)
↓

１３０人(Ｈ29年度末)

２２５，９２２人
（Ｈ２8年度）

86
人

130
人

〇

〇

〇

〇

〇

アニマルセラピーボランティア
の委嘱。
ボランティアに対する研修会
の実施。
アニマルセラピー活動犬の保
菌検査等健康管理。
【参考】動物指導センターでの
犬猫の人獣共通感染症等検
査数：９７４件）
社会福祉施設等への訪問活
動実施。
県民の日事業等でアニマルセ
ラピー活動をPR。

〇

〇

〇

〇

〇

アニマルセラピーボランティア
の委嘱。
ボランティアに対する研修会
の実施。
アニマルセラピー活動犬の保
菌検査等健康管理。
（動物指導センターでの犬猫
の人獣共通感染症等検査）
社会福祉施設等への訪問活
動実施。
彩の国さいたま動物愛護フェ
スティバル等でアニマルセラ
ピー活動をPR。

８６
人 C 生活衛生課
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H25 H26 H27 H28

埼玉県地域保健医療計画（第６次）の進捗及び取組状況

部章 節 節(施策)
指標

数値目標
Ｈ２8年度の取組状況 Ｈ２9年度に予定している取組 H２9年3月末日の状況

達成
見込

進捗状況 目標値
（再掲）

進捗状況（グラフ） 担当課

参考資料 

1,170
頭

1,000
頭

未満

2 3 6

人と動物との
ふれあいの推
進

収容動物の致死処分数

４，３６７頭・匹
(Ｈ23年度)

↓
１，０００頭・匹未満

(Ｈ28年度)

１，１７０
頭

（H２９当初目標：
１，０００頭未満）

B

〇

〇

〇

〇

動物愛護週間や県民の日に
合わせ、動物愛護に関する街
頭啓発活動等を実施。
収容動物の新たな飼い主探し
（譲渡活動）を実施。
市町村の野良猫を対策を支
援する地域猫活動推進事
業。
啓発活動等への協力ボラン
ティアとして動物愛護推進員
を公募・委嘱。

〇

〇

〇

〇

〇

動物愛護週間や埼玉県フェ
アに合わせ、動物愛護に関す
る街頭啓発活動等を実施。
地域猫活動等野良猫の不
妊・去勢手術事業を実施する
市町村への補助。
啓発活動等への協力ボラン
ティアとして動物愛護推進員
を公募・委嘱。
動物愛護推進員の野良猫不
妊・去勢手術活動を補助。
譲渡拡大のための広報強化。

生活衛生課2,430
頭

1,939
頭

1,705
頭

29.2
日

28.4
日

－3 1 2 医療の効率
的な提供の

推進

平均在院日数
(介護療養病床を除く)

【参考指標】

３１．５日(Ｈ23年)
↓

３０．８日（Ｈ29年）

※　医療費適正化
　　 計画関連指標

30.8
日

医療整備課
健康長寿課

薬務課
地域包括ｹｱ

課
（高齢介護

課）

〇

〇

〇

〇

○

○

【医療整備課】
医療機能の分化・連携を推
進するため、急性期病床等
から地域包括ケア病床等に
転換する医療機関への助成
を実施し、回復期病床の整
備を促進した。
 転換病床数：9病院167床
埼玉県医師会と連携し地域
連携クリティカルパスの普
及のための研修会・情報交
換会を開催した。
有識者等による在宅医療の
専門部会を開催し、課題や
解決策を検討するほか、各
保健所において、医療・介
護のネットワークを構築す
るための連携会議等を開催
し、先行事例の情報提供な
どを行った。
県内の全ての郡市医師会
（３０か所）に在宅医療連
携拠点を整備した。
医師の負担を軽減するため
に、上記拠点ごとに必要な
時の入院先確保として在宅
療養支援ベッド、往診医登
録、患者情報を共有を進め
た。
医療と介護の連携を進める
ため、医療介護連携のため
のＩＣＴを郡市医師会へ導
入した。

○

○

○

○

○

【医療整備課】
医療機能の分化・連携を推
進するため、急性期病床等
から回復期病床（急性期を
経過した患者の受入れや在
宅への復帰支援などの機能
を持つ地域包括ケア病床
等）への転換に必要な施
設・設備整備費を支援す
る。
埼玉県医師会と連携し地域
連携クリティカルパスの普
及のための研修会・情報交
換会を開催する。
県内すべての郡市医師会
（３０か所）に設置された
在宅医療連携拠点を、30年
4月から介護保険の地域支
援事業として市町村に円滑
に移行できるように郡市医
師会、関係市町村と協議を
行う。
医師の負担を軽減するため
に、拠点ごとに必要な時の
入院先確保として在宅療養
支援ベッド、往診医登録、
患者情報の共有を進めてい
る。
医療と介護の連携を進める
ため、医療介護連携のため
のＩＣＴを県内すべての郡
市医師会に導入を行う。

S
２８．４日

(Ｈ２７年)
31.0
日
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H25 H26 H27 H28

埼玉県地域保健医療計画（第６次）の進捗及び取組状況

部章 節 節(施策)
指標

数値目標
Ｈ２8年度の取組状況 Ｈ２9年度に予定している取組 H２9年3月末日の状況

達成
見込

進捗状況 目標値
（再掲）

進捗状況（グラフ） 担当課

参考資料 

○ 地域ケア会議の実施支援
・市町村における地域ケア会
　議の効果的な開催を支援す
　るため、「地域包括ケアシ
　ステム支援人材バンク」か
　ら専門職を派遣
 （通年、計９７人派遣）。
・自立支援型地域ケア会議の
　立上げを支援するため、専
　門職等から構成される自立
　支援チームを派遣
 （２市町、６月～、計２０
　回・１０２人派遣）。
・地域ケア会議におけるコー
　ディネーター（司会者）養
　成研修（１０月、計４か所
　・２８６人参加）及び専門
　職（薬剤師、栄養士）を対
　象とした研修（１０～１１
　月、計２回・１１９人参
　加）を実施。

○
【健康長寿課】
「地域在宅歯科医療推進拠
点」（県内１９か所）を設
置し、在宅歯科医療の推進
体制を整備。

○
【健康長寿課】
歯科保健推進事業の推進

○
【薬務課】
在宅医療を担う薬剤師の養
成を図った。
・ステップアップ講習会の
　開催（計15回1,387人）
・同行訪問による在宅訪問
　薬剤師の育成（78人）

○
【薬務課】
在宅医療を担う薬剤師の養
成を図る。
・無菌調剤及び緩和ケア
　講習会の開催
・終末期医療に必要な医薬
　品・医療材料の適正供給
　支援：4地区

○

○

【地域包括ケア課】
在宅医療・介護連携の推進
・市町村担当職員研修
（８／４、１１４人参加）
地域包括支援センター従事
者研修事業の実施。
・地域包括支援センター職員
　入門研修（５／１６・１８
　、２２２人参加）
・市町村担当職員・地域包括
　支援センター職員合同研修
　（７／１２・１３、２３７
　人参加）
・市町村管理職研修・セン
　ター長合同研修
 （５／２５、２７０人参加）

○

○

【地域包括ケア課】
在宅医療・介護連携の推進
・市町村等担当職員研修
（６／１）
地域包括支援センター従事
者研修事業の実施。
・地域包括支援センター職員
　入門研修(５／１７・２２)
・市町村管理職研修・セン
　ター長合同研修(５／２４)

○ 地域ケア会議の実施支援
・市町村における地域ケア会
　議の効果的な開催を支援す
　るため、「地域包括ケアシ
　ステム支援人材バンク」か
　ら専門職を派遣（通年）。
・自立支援型地域ケア会議の
　立上げを支援するため、専
　門職等から構成される自立
　支援チームを派遣（４市町
　、４月～）。
・地域ケア会議におけるコー
　ディネーター（司会者）養
　成研修（７～８月、計２か
　所）及び専門職（薬剤師、
　栄養士、歯科医師・歯科衛
　生士）を対象とした研修
　（９～１０月、計３回）を
　実施。
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